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これから必要とされる地域医療

～医療再編で目指す持続可能で質の高い医療～

令和5年12月20日
新潟県福祉保健部地域医療政策課

資料１



2

本日お伝えしたいこと

人口構造の変化により医療需要が大きく変化しています。

将来にわたって医療を残し、持続可能で質の高い医療を提供
するためには、医療需要の変化に対応する形で医療機関の役
割分担を行い、連携する体制をつくるとともに、医師が集ま
り育成できる環境づくりが重要です。

新潟県が進める地域医療構想は、７つの医療圏ごとに、高度
専門的な医療は特定の病院に集約して質の高い医療を確保し、
日常の一般的な入院や外来は身近な医療機関で受けられる体
制を目指す取組です。



3

１．医療需要の変化に対応した医療再編の必要性

２．医師の働き方改革への対応

３．今後の医療再編の方向性

４．医師確保に向けた取組

５．ICT技術等の積極的な活用

６．まとめ
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長期的な我が国の人口推移

資料：1920年より前：鬼頭宏「人口から読む日本の歴史」
1920～2010年：総務省統計局「国勢調査」、「人口推計」
2011年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」出生３仮定・死亡中位仮定
一定の地域を含まないことがある。

引用：平成27年版厚生労働白書
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出典：新潟県統計課「人口時系列データ」、 社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

○ 総人口は減少。特に、既に「０～14歳」、「15～64歳」は急激に減少
○ 後期高齢者「75歳以上」の割合は増加が続く

人口減少と後期高齢者の増加は確実に起こる未来（新潟県の将来推計人口）

75歳以上人口の割合は
増加が続く

（万人）

推計値実績値

新潟県

64歳以下の人口は急激に減少



7出典：新潟県統計課「人口時系列データ（市町村別）」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計」

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～

2015年

274,348人

男 女

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～

2045年

186,758人

男 女

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～

1985年

318,659人

男 女

▲13.9% ▲31.9%

上越
医療圏人口ピラミッド（上越圏域）



8

○ 今後の入院ニーズの多くは後期高齢者
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０～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上

出典：平成29年患者調査（厚生労働省）、社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

75歳未満の入院
ニーズは減少

入院ニーズの多く
は後期高齢者に

地域医療構想の必要性 ～人口構造と入院医療ニーズの変化への対応～

（千人）

入院患者の６割程度は後期高齢者となる見込み

新潟県
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〇 後期高齢者の増加に伴い、大きく増える疾患（肺炎、骨折等）
〇 75歳未満の減少に伴い、増えない疾患
〇 それぞれ２つの「入院医療ニーズの変化」に対応する必要

出典：平成29年患者調査（厚生労働省）、社会保障・人口問題研究所 「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」
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肺炎等

がん

後期高齢者に多く見られる
「肺炎」等の入院ニーズは

大きく増える

一方で、専門的な手術を要する
「がん」など、それほど入院
ニーズが増えず、減少していく
疾患もある

地域医療構想の必要性 ～人口構造と入院医療ニーズの変化への対応～
新潟県
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地域医療構想の必要性 ～人口構造と入院医療ニーズの変化への対応～

○ 今後の入院需要は、総合的な診療が求められるような（医療資源投入量がそれほど多くない）疾患がボ
リュームゾーンとなる一方、高度・専門的な治療が求められる（医療資源投入量が多い）疾患は相対的に縮
小。

○ 減少傾向にある高度・専門的な治療が求められる疾患（症例）が分散すると、次世代を担う医師を育成す
るための環境を確保できず、県内医療の質の低下や更なる医師不足につながりかねない。
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出典：地域医療構想策定支援ツール、平成29年患者調査（厚生労働省）
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15新潟県 1506上越 入院患者推計

１０ 呼吸器系の疾患（肺炎）

１１ 消化器系の疾患

１９ 損傷，中毒及びその他の外因の影響

（骨折）

２ 新生物（（悪性新生物）（再掲））

９ 循環器系の疾患（（心疾患（高血圧性

のものを除く）（再掲）））

９ 循環器系の疾患（（脳血管疾患）（再

掲））

肺炎

心疾患

脳血管

骨折

がん

消化器

入院患者数の推計（上越圏域）

○ 入院患者数については、2030年頃にピークを迎え、高齢者に多くみられる肺炎、
心疾患は2015年比で10%以上の増加が見込まれる。

出典：AJAPA（© 2013-2018 産業医科大学公衆衛生学教室）

上越
医療圏
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A病院

B病院

C病院

○ 高度・専門的な治療の対象患者は減少 → それぞれの病院の症例数（手術等）が減少

⇒①医療の質低下
⇒②若手医師にとっての研修先や勤務先としての魅力が低下し、若い医師が集ま

りにくくなる

若手医師

症例数

症例数

症例数

新潟県
症例数

都市部の病院

今から手を打たないと･･･

以前に比べて、症例数
が減ってきたなあ･･･

なかなか経験を積む
機会がないなあ･･･

もっと症例数の
多い病院で学び

たいな･･･

やっぱり都市部の
病院に行こうかな

…

医療の質低下 若手医師流出



13

○ 人的資源（医師等）の分散により、救急車の受け入れ縮小・困難となるおそれ

（※病院や病床が近くにたくさんあっても、それが機能していなければ意味がありません）

夜間の救急

どの病院でも必要十分な医療提供（特に救急医療）ができなくなるおそれ･･･

今から手を打たないと･･･

別の患者に対応中で、
受け入れできません･･･

休日・夜間は受け入れ
できません･･･

休日・夜間は受け入れ
できません･･･

病院はあるけど、受入
先が決まらない･･･
隣りの圏域まで行かな
いと･･･
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本県医師の高齢化

○ 新潟県の医師のボリュームゾーンは55歳～64歳

○ 25歳～49歳の医師は全国よりも少ない傾向にあり、平均年齢も1.9歳高い

出典：医師・歯科医師・薬剤師統計
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○ 今後、首都圏の医療ニーズはさらなる増大が見込まれ、医療資源の需要も高まること
が予想される

全国的な医療ニーズの見込み

引用：厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000516866.pdf
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今から手を打てば

○ 一定の医師や症例数を集約

⇒①地域に必要な医療機能を質を維持したまま残す
⇒②若い医師が集まり、育てることのできる環境を整備

高度・専門的な機能（↑）
症例数（手術件数）（↑）

↓
研修医（若い医師）の誘因力（↑）

派遣・応援

若い医師

増加する医療ニーズ
への対応力（↑）

↓
地域の信頼（↑）

医療の質（↑）

都市部の大病院と比較し
ても遜色のない環境

医師の数（↑）
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○ 医師の長時間労働を抜本的に解消するため、2024年度以降、時間外労働の上限を
原則：年間960時間（週の総労働時間：60時間）以内へ

病院勤務医の週勤務時間の区分別割合
病院勤務医の約４割が労働
時間を３分の２～半分以下

にする必要

医師の働き方改革（医師の時間外労働の上限規制）とは

原則として
週60時間以内に短縮

※厚生労働省第９回医師の働き方改革に関する検討会（H30.9.3）資料４を基に作成

※例外的に年間1860時間以内まで認められる場合あり
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地域医療構想の必要性 ～医師の働き方改革への対応～

○ 時間外勤務の上限を年間1860時間とした場合でも、医師が４人以上いない診療
科では、2024年度以降、休日・夜間（時間外）の診療体制（＝救急体制）を確
保することができなくなる

A病院 B病院 C病院

●●●科 ●●●科 ●●●科

休日・夜間に医師を配置できなくなる
休日・夜間に１名の医師を

配置することができる

※ただし、４名の医師がそれぞれ年間1860
時間（月155時間）程度の時間外勤務に従
事することが必要

（４人） （３人） （２人）

（さらなる集約化も必要？）

それでも
激務！
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何をしなければならないのか

➢ 「人口構造と入院医療ニーズの変化」と「医師の働き方
改革」 の両者に対応しながら、医療の質を確保・向上し
ていくためには、医療資源（医師等）の効果的・効率的
な活用がこれまでよりも一層重要になります

➢ 今回の新型コロナウイルス感染症の対応からもわかると
おり、医療資源（医師、設備等）が充実し対応力の大き
い病院を地域の中に残していくことが重要になります

➢ そのため、７つの医療圏ごとに、高度専門的な医療は基
幹的な病院に集約して、質の高い医療や医師を集め育成
できる環境を整備するとともに、日常の一般的な入院や
外来は身近な医療機関で受けられる体制の構築が必要に
なります。
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今後の方向性

＜基本的な考え方＞

○ 専門的医療から在宅医療まで、関係機関の役割分担と切れ目のない連携により、患者に必
要な医療が地域全体で一体的に提供される体制を構築

○ 入院医療として、各圏域内で「二次救急医療」と「需要の多い手術」が過不足なく提供さ
れ、さらに、より高度な救急医療や手術が必要な場合には、それらに対応できる医療機関
への円滑なアクセスが確保されている体制を構築

① 地域で高度な医療を支える柱となる病院

高度・専門的な手術、脳卒中、急性心筋梗塞
などに対応することができ、救急車を断らな
い病院

②地域包括ケアシステムを支える医療機関

今後ニーズの増加が見込まれる疾患（心不全、
肺炎、尿路感染症等）を中心に担い、地域の
患者の支えとなる医療機関
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＜各病院の役割の基本的なイメージ＞

地域で高度な
医療を支える
柱となる病院

地域包括ケアシステムを
支える医療機関

救急拠点型 地域密着型

脳卒中・急性心筋梗塞等の高度・
専門的な治療、手術機能

重症患者の救急受入れ機能

休日・夜間の救急受入れ機能

サブアキュート機能（軽・中等症
患者の救急受入れ機能）

在宅医療の後方支援機能（かかり
つけ患者の救急受入れ機能等）

ポストアキュート機能（長期急性
期患者や回復期患者の受入れ、治
療機能）

※上記以外の機能の役割分担については、別途検討する必要がある。
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地域医療構想の考え方

○ 高度・専門的な治療、手術、重症患者の救急を中心に、圏域ごとに特定の病院に
医師等を集約し、「手術」や「救急」に確実に対応

○ それ以外の病院は役割を見直し、高齢者や軽症患者等への医療提供を中心とした
身近な外来や入院機能を確保

●●●科

□□□科

△△△科

▼▼▼科

◇◇◇科

●●●科

□□□科

△△△科

▼▼▼科

◇◇◇科

●●●科

□□□科

△△△科

▼▼▼科

◇◇◇科

●●●科

□□□科

△△△科

▼▼▼科

◇◇◇科

●●●科

□□□科

△△△科

▼▼▼科

◇◇◇科

●●●科

□□□科

△△△科

▼▼▼科

◇◇◇科

こ
れ
ま
で
の
体
制

将
来
の
体
制

「手術」や「救急」に確実
に対応するため体制強化が

必要ではないか？

増加する後期高齢者の入院
ニーズを担うなど、役割の
見直しが必要ではないか？

A病院 B病院 C病院
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地域医療構想の実現に向けた医療提供体制の方向性（イメージ）

肺炎など脳梗塞など風邪など

○ 「地域で高度な医療を支える柱となる病院」の体制が強化され、専門的な手術や
救急で入院が必要になった時に、構想区域内で質の高い医療を提供

○ ニーズの多い入院（後期高齢者等）については、地域包括ケアシステムを支える
医療機関が対応

地域で高度な医療
を支える柱となる

病院

応援・派遣

外来も可

応援・派遣

ニーズの多い
入院を受け入れ

専門的な手術が必要な
入院を受け入れ

地域包括ケアシス
テムを支える医療

機関

ニーズの多い
入院を受け入れ

地域包括ケアシス
テムを支える医療

機関
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(4)入院機能

・急性期経過後の医療
-在宅復帰に向けた医療
-リハビリテーション

・急性期医療
-在宅患者の急変時対応等

・その他
-レスパイト/緩和医療等

(6)在宅医療等

「地域包括ケアシステムを支える医療機関」のあり方に係る主な観点

地域包括ケアシステムを
支える医療機関

(3)外来患者
受入

(2)救急受入
（二次救急、ウォークイン）

診療所

(3)外来患者受入

（紹介）

介護施設等

居宅

地域で高度な医療を支える
柱となる病院

(5)退院支援(1)転院受入

(7)関係機関との
連携強化
（病病連携）
（病診連携）

（医療介護連携）

急変時
：患者の流れ

：関係機関との連携

○ 「地域包括ケアシステムを支える医療機関」のあり方について、(1)転院受入、(2)救急受入、
(3)外来（紹介）患者受入、(4)入院機能、(5)退院支援、(6)在宅医療等及び(7)関係機関と
の連携強化等の観点から明確化していく。

令和４年５月31日 令和４年第１回新潟県地域医療構想調整会議 資料
「地域包括ケアシステムを支えるための医療施設の機能分化と連携の強化の方向性について」
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【休日・夜間】
中等症患者

重症患者

患者数が減少！
⇒ 病院経営に悪影響

重症患者

重症患者の受入れが可能な
体制を維持できる

【患者にとって】：身近な病院で必要な医療を受けられる
【周辺病院にとって】：患者数を確保できる

転院（下り搬送）の促進

空きベッドがない！
⇒ 本来必要な重症患者

の受入れができない

【休日・夜間】
中等症患者

【休日・夜間】
中等症患者

【休日・夜間】
中等症患者

休
日
・
夜
間
の
救
急
医
療
体
制
の
役
割
分
担

「転院（下り搬送）」なし

「転院（下り搬送）」あり

転院

転院

転院（下り搬送）の必要性
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救急体制の役割分担のイメージ

○ 平日の昼間はそれぞれの役割に応じて、救急搬送を受入れ

○ 休日・夜間は「地域で高度な医療を支える病院」と「救急拠点型」の病院が救急
搬送を受入れ

地域包括ケアシステム
を支える医療機関

地域で高度な医療を
支える柱となる病院

地域包括ケアシステム
を支える医療機関

地域包括ケアシステム
を支える医療機関

地域で高度な医療を
支える柱となる病院

地域包括ケアシステム
を支える医療機関

高度な治療が
必要な重症者等

かかりつけ
患者等

平日昼間 休日・夜間

救急拠点型 地域密着型 救急拠点型 地域密着型

翌
日
以
降
、
転
院

軽・中等症
患者等

翌
日
以
降
、
転
院
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１．医療需要の変化に対応した医療再編の必要性

２．医師の働き方改革への対応

３．今後の医療再編の方向性

４．医師確保に向けた取組

５．ICT技術等の積極的な活用

６．まとめ
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新潟県の医師確保に向けた主な取組 ①

新潟県地域枠の設置・拡大

・医師不足解消のため、令和２年度以降、県内外の大学医学部に地域枠を拡大
【地域枠】将来、県内の地域医療を担う医学生を選抜し、卒業後、県内の指定された医療機関で９年間の勤務（指定勤務）を

義務付ける制度。貸与する修学資金は、９年間の指定勤務で全額返還免除される。
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新潟県の医師確保に向けた主な取組 ②

本県における臨床研修の魅力をより一層高めることにより、全国
の医学生から本県を選んでもらえるよう取組を進めている。

１．臨床研修プログラムの魅力向上

新大病院をはじめ各病院の特長を活かした研修プログラムの

増設

２．臨床研修病院の教育力向上

研修医に人気のある臨床研修病院の取組を他の研修病院と共

有等

３．イノベーター育成臨床研修コース

経営や医療イノベーション等を志向する医師・医学生の増加

⇒ 臨床研修に加えて、自己研鑽によりマネジメントスキル

等を取得できる県独自の研修コースを運営

４．病院・市と連携した海外留学支援制度

研修期間中に自己研鑽によりオンライン等で公衆衛生学修士

(ＭＰＨ)などの学位を取得できる支援制度

（柏崎市、佐渡市、村上市、小千谷市）

５．他県病院と連携した研修プログラムの実施

他県の人気病院と連携した研修プログラム設定等による研修

医の確保

６．医学生へのリクルート活動の強化

研修医の生の声が聴けるセミナー、医学生へのキャリアコン

サルト等

臨床研修医確保に向けた取組

臨床研修医数の推移（平成16年度～令和５年度）

臨床研修医の大幅増加

過去
最多

これらの取組の効果もあり、今年度の臨床研修医数は
過去最高の147名
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１．医療需要の変化に対応した医療再編の必要性

２．医師の働き方改革への対応
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４．医師確保に向けた取組

５．ICT技術等の積極的な活用
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スマホから
救急相談！
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電話でも
救急相談！

新潟県内の医療機関が検索できる！

にいがた医療情報ネット 検索



35

看護師等が患者宅を訪問、診療所等にいる医師がオンラインで診療（看護師が採血や機器操作をサポート)

医療機関

訪問看護ステーション

訪問看護師

巡回診療・
訪問診療先

（集会所・患者宅）

オンライン服薬指導
・薬の配送

モデルの有用性、成果を広報し、住民・医療従事者への認知拡大へ

オンライン診療

ICTを活用した課題解決策 「オンライン診療」の活用について

○ 医療へのアクセスが困難な過疎地域などにおいて、オンライン診療は、医療提供体制を
確保していくための有効な手段の１つ

〇 オンライン診療などのICT技術も積極的に活用しながら、県内どこにいても必要な医療
を受けられる、持続可能な医療提供体制の構築を目指す

へき地等におけるオンライン診療のモデル（イメージ）

薬局
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地域全体で支える医療

○ 患者の状態に応じて、必要な医療を受けられる体制

○ ひとつの病院で入院を完結するのではなく、地域全体で患者を支える体制

地域で高度な医療を
支える柱となる病院

地域包括ケアシステム
を支える医療機関

「高度な手術等が必要なとき」や
「休日・夜間の救急搬送」では
遠くの病院に入院することも

「手術等が終わり状態が安定したとき」や
「救急搬送後に高度な治療の必要がなかったとき」

には自宅等の近くの病院等に転院

必要な治療等を
受けた後、退院
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① 県内に医師を確保できる

② 必要な医療機能を将来に渡って残すことができる

③ 医療サービスの更なる質の向上が期待できる

✔ 救急車の適正利用（AI救急アプリ、救急医療電話相談の活用）

✔ コンビニ受診や不急な時間外受診をしない（医師の過度な負担を避ける）

✔ 医療機関の役割分担や病院間の転院（下り搬送）への理解

県民の皆様の医療に対する理解と協力が不可欠です！

持続可能で質の高い医療提供体制の実現に向けて

地域医療構想（医療再編）を進めることで

県民の皆様にとっての主なメリット
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参考資料

新潟県地域医療構想グランドデザイン
https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/chiikiiryo/0450527.html

令和５年第１回上越地域医療構想調整会議
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/jouetsu-kenkou/r5-1chohseikaighi.html

厚生労働省「地域医療構想について」（第１回医療政策研修会資料）
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000516866.pdf
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